
文書管理規程 
 
（目的） 
第１条 この規程は、事務局規程第１０条（規程外の対応）の規定に基づき、非営利活動法人ウィズワー
ク・ラボ（以下、「この法人」という。）における文書の取扱いを定め、事務を正確かつ効率的に処理す

ることを目的とする。 
 
（文書の定義） 
第２条 この規程において、文書とは図書類を除くこの法人の役員または職員が業務上取扱うすべての
文書、図面、電磁的記録であって、この法人が保有し、一定期間保存を要するものをいう。 

 
（事務処理の原則） 
第３条 この法人の事務は、原則として文書により処理するものとする。 
２ 文書によらないで処理した場合、必要に応じて直ちに文書を作成し、事後に支障のないようにしなけれ
ばならない。 

 
（文書管理） 
第４条 文書の整理保管は、原則として本部事務所において行う。 
２ 文書の適正な管理のため、この法人に文書管理担当者を置く。文書管理担当者は、理事長が任免す
る。 

３ 文書の取扱いは、責任を明らかにして正確かつ迅速に行うとともに、常に整理し、その所在を明らかに
しておかなければならない。 

 
(簿冊の備付） 
第５条 事務所に文書収発簿を備え付ける。 
 
(文書の受付け配布） 
第６条 到達文書は、原則として本部事務所で受け付ける。但し、この人の業務運営に関しない文書につ
いては、この限りではない。 

２ 前項の文書の受け付けは、文書欄外に受付印を押し、文書収発簿に所要事項を記入の上、担当者に 
配付し、受領印を徴する。 

 
（起案） 
第７条 文書の起案は、原則として所定の起案用紙を用いて行うものとする。 
 
（決裁手続き） 
第８条 起案文書は、理事長の決裁を受けるものとする。 
２ 文書の決裁に関わる専決及び代決についての取扱は、理事会の決議を経て、別に理事長が定める。 
３ 文書の起案者及び決裁者は、当該文書に押印して、責任の所在を明確にするものとする。 
４ 電磁的方法により文書の起案及び決裁を行う場合は、使用するコンピュータシステム内で、起案 者及
び決裁者が特定できるようにするものとする。 

 
（文書の発信者） 
第９条 文書を発出する場合の発信者名は、官公庁に対する申請書、報告書等その他重要文書は理事
長名とし、その他はこの法人名とする。 

 
（文書の発送） 



第１０条 決裁をした文書は、起案者が浄書照合を行った上、グループウェア等に必要事項を記載し、必
要な場合は押印の上発送する。 

 
(供覧） 
第１１条 配付を受け又は作成した文書で、業務上参考とするため関係者に了知させる必要があると認め
られるものは、これを供覧する。 

 
（保存） 
第１２条 決裁又は供覧が終わりその事案について完結した文書は、一定の簿冊およびクラウドサーバー
内に編纂して保管し、保存する。 

 
（保存期間） 
第１３条 文書の保存期間は、別表の文書保存期間基準表による。ただし、関係法規により保存年限が
定められている文書は、当該法規による。 

２ 前項の保存期間は、会計帳簿・証憑書類・税務申告書類については会計期間終了時、契約書につ い
ては契約期間終了時、その他の文書については作成時から起算する。 

 
（保存方法） 
第１４条 一定の事務処理を終えた文書はすみやかに編綴するものとする。編綴は会計年度ごとに行うも
のと し、文書名・保存期間・保存の始期および終期・その他文書保存に必要な事項を明記し、保存し 
なければならない。 

２ コンピューターファイル等の文書は、この法人が契約しているクラウドサーバー内に適切なフォ ルダ名
と会計年度を明記したフォルダを作成し、会計年度ごとに保存しなければならない。 

 
（廃棄） 
第１５条 保存期間を経過した文書は廃棄する。ただし、事務局長が引き続き保存する必要があると認め
たものはこの限りではない。 

 
（改廃） 
第１６条 この規程の改廃は、理事会の決議を経て行う。 
 
附則 
１ この規程は、令和７年４月１日から施行する。 
 
別表 

 対象書類等の名称 保存期間 

1 定款 永久 

2 各事業年度の事業計画書、活動（収支）予算書 5年間 

3 
各事業年度の事業報告、 
貸借対照表及び損益計算書、財産目録 

5年間 

4 監査報告書、理事及び監事の名簿 5年間 

5 理事会議事録、会員総会議事録 10年間 

6 会計帳簿 10年間 

 


